
)

 830,820,798株 13年9月中間期 830,987,176株 14年3月期 830,927,994株 
 ② 期末自己株式数 14年9月中間期 166,378株 13年9月中間期 － 株 14年3月期 59,182株
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 原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,863  2,067   △   204 1,855  
 半 成 工 事 68,998  55,731   13,267 69,028  
 前 渡 金 9,441  6,007   3,433 
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                                                   （単位 百万円） 

当 中 間 期 末 
（平14.9.30現在） 

前 期 末 
（平14.3.31現在） 

前 中 間 期 末 
（平13.9.30現在） 
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中 間 損 益 計 算 書 
                                               （単位 百万円） 

当 中 間 期 
（平14.4.1～平14.9.30） 

売 上 総 利 益 10,583 9.3 11,675 10.9  △1,091 31,107 10.8 
          
Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,072 7.1 8,263 7.6榛
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〔中間財務諸表作成の基本となる重要な事項〕 
 
1. 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 
  ①子会社株式及び関連会社株式 ････ 移動平均法による原価法 
  ②その他有価証券 

時価のあるもの ･･･････････････ 中間期末日前１カ月間の市場価格等の平均に基づ
く時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し､
売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの ･･･････････････ 移動平均法による原価法 
 (2) デリバティブ ････････････････････ 時価法 
 (3) 金銭の信託 ･･････････････････････ 時価法 
 (4) たな卸資産 
  製品、原材料及び貯蔵品 ･･････････ 移動平均法(ただし､新造船用引当鋼材は個別法)に

よる原価法 
  半成工事 ････････････････････････ 個別法による原価法 
 
3. 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 
  債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により､貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上している｡ 
 (2) 保証工事引当金 
  船舶その他の保証工事費に充てるため、主に過去２年間の平均保証工事費発生率により

過去勤務債務は、発生時に一括処理している。 
数理計算上の差異は10年による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から処理
している｡ 

 (4) 役員退職慰労引当金 
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5. ヘッジ会計の方法 
  (1) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予約及び通貨スワップについては、振当処
理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては、特例処理の要件
を満たしている場合は特例処理を採用している。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
   へッジ手段 
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